
 

鳥取県健康づくり応援団支援事業実施要綱 

 

１ 目的 

  この事業は、地域において、運動・食事・禁煙の各分野ごとに健康づくりの普及

活動を自主的に行っている団体又は個人（以下「団体等」という。）を「健康づく

り応援団員」として認定し、その取組の情報発信等を通して県民の関心を喚起する

ことにより、県民が自らの健康づくりに取り組みやすい環境を整えようとするもの

である。 

 

２ 定義 

  この要綱において「健康づくり応援団員」とは、運動・食事・禁煙の各分野にお

いて、別表に定める認定基準を満たすものとして、県が認定する団体等のことをい

う。 

 

３ 役割 

  健康づくり応援団員は、健康づくりに関する今までの取組を継続するとともに、他

の団体等と連携を図り、地域において健康づくり活動を普及させる。 

 

４ 認定等 

 (１) 申請手続 

   健康づくり応援団員としての認定を希望する団体の代表者又は個人（以下「団

体の代表者等」という。）は、認定を受けようとする団体の所在地又は個人の住

所を管轄する総合事務所長又は鳥取市保健所長（以下「所管事務所長」という。）

に対し、認定申請書（様式１）を提出する。ただし、鳥取市保健所長へは、認定

申請書（様式２）を提出する。 

 (２) 取組確認 

   所管事務所長は、(１)の申請書に記載のある取組内容が認定基準を満たしてい

るかどうかについて確認を行うものとする。この場合の確認方法は、申請書及び

添付書類等によるものとする。 

 (３) 認定証の交付 

   所管事務所長は、(１)の申請書を受理した日から起算して原則１月以内に当該

確認の結果を通知するとともに、別表に定める認定基準を満たしている場合には、

健康づくり応援団員として認定し、認定証（様式３）及び認定する事項に応じた

カード（様式４～様式７）を交付する。ただし、鳥取市保健所長においては、別

表に定める認定基準を満たしている場合には、速やかに認定申請書（様式１）及

び該当事項記載表（様式８）を健康政策課長へ提出するとともに、健康政策課長

が健康づくり応援団員として認定を行った後は、認定証（様式４）及びカード（様

式４～様式７）を交付する。 

 (４) 報告 

所管事務所長は、認定証の交付後、速やかに認定申請書（様式１）及び該当事

項記載表（様式８）の写しを添付し、健康政策課長に報告する。 

 (５) 情報発信 



 

健康政策課長は、(４)の報告があった場合は、健康づくり応援団員の概要及び

その取組内容を適宜ホームページ等で公表する。 

５ 認定事項の変更等 

 (１) 変更届出 

   健康づくり応援団員は、認定事項に変更があった場合は、変更届出書（様式９）

により所管事務所長に届け出る。ただし、鳥取市保健所長へは、変更届出書（様

式１０）により届け出る。 

 (２) 取組確認 

変更届出書に記載のある取組内容の確認については、４(２)の規定を準用する。 

 (３) 受理通知等 

認定事項の変更の確認を行った所管事務所長は、受理通知を発出し、認定証の

差替えを行う。ただし、鳥取市保健所長においては、速やかに健康政策課長へ報

告を行うとともに、健康政策課長が受理通知を行った場合は、認定証の差替を行

う。 

 (４) 認定の取消し 

   所管事務所長は、健康づくり応援団員が別表に定める認定基準を満たさなくな

った場合には、認定を取り消す。この場合において、健康づくり応援団員は、認

定証及びカードを所管事務所長に返還しなければならない。ただし、鳥取市保健

所長においては、健康づくり応援団員より認定証及びカードが返還された場合に

は、速やかに健康政策課長へ返還を行う。 

 (５) 変更等の報告 

   所管事務所長（鳥取市保健所長を除く。）は、(２)の取組内容の変更の確認を行

った場合にあっては速やかに認定事項変更届出書（様式９）の写しを添付し、(４)

の認定の取消しを行った場合にあってはその旨を、健康政策課長に報告する。 

 

６ 支援等 

 (１) 支援 

所管事務所長は、認定後も引き続き健康づくり応援団員に対し、適宜、支援を

行う。 

 (２) 応援団との協働 

   健康政策課長及び所管事務所長は、健康づくり応援団員の取組について情報発

信するとともに、健康づくりについて意見を聴く等健康づくり応援団員と協働し

て健康づくりを推進する。 

 

７ その他 

  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は福祉保健部長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年７月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この改正は、平成２０年１１月２５日から施行する。 



 

 

附 則 

 この改正は、平成３０年４月１日から施行する。 


